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在宅要介護老人の主介護者のストレスに対する介護期間の影響
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　本研究の目的は，(1)介護期間による介護ストレスの違い，および(2)介護ストレスに対する介護者の内的資

源（経済，就労）と外的資源（私的支援と専門家による支援）の影響が，介護期間によってどのように異な

るのかを検討することである。分析対象者は，東京都三鷹市在住の65歳以上の全住民を対象としたスクリー

ニングによって抽出された要介護高齢者の主介護者833人である。ストレスの指標は，介護場面において介

護者にのみ適用可能な指標として「介護負担感スケール」を，一般集団においても適用可能な指標として

「Center for Epidemiologic Studies Depression Scale（CES-D）」を用いた。これらの指標に対する介護期間の

直接効果と内的・外的資源との交互作用効果について分析した結果，以下の知見を得た。

　1.　介護負担感に関しては，介護期間によって有意な差がみられ，介護期間が長い群ほど負担感が増悪し

ていた。介護期間と内的・外的資源との間に有意な交互作用効果は認められなかった。この結果から，現行

の資源の提供では長期介護者の負担感の悪化を防ぐことができない可能性が示唆された。

　2.　CES-Dに関しては，介護期間による有意な差は認められなかったが，介護期間と内的・外的資源と

の間に有意な交互作用効果が認められた。具体的には，(1)介護者が経済的に困窮していたり，無職で介護に

専従している場合，長期介護の悪影響が強く現れる傾向がみられた。(2)副介護者のような私的支援がある

と，要介護高齢者がADL障害の場合，初期は介護者の抑うつ的な精神状態を防ぐ上で有効だが，長期介護

群ではこの効果は消失した。(3)専門家からの情緒的支援があると，要介護高齢者が認知機能障害の場合，長

期介護群では抑うつ的な精神状態の防止に寄与していたが，初期はその効果が弱かった。

　抑うつ的な精神状態を防止する資源の種類は介護期間によって異なり，介護期間を考慮した支援のあり方

を考える必要性が示唆された。
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